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各 位 
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代 表 者 名  代表取締役社長 佐伯 康光 

                             （コード番号 9810 東証第一部） 

問 合 せ 先 総務・広報部長 蓬莱 由実子 

（TEL 03-5412-5003） 

 

三井物産株式会社との繊維事業における提携に向けた検討開始について 

 

日鉄物産株式会社（社長：佐伯康光、以下「当社」という。）は、本日開催された取締役会の決議に基

づき、三井物産株式会社（社長：安永竜夫、以下「三井物産」という。）との間で、当社繊維事業と三井

物産の繊維事業中核子会社である三井物産アイ・ファッション株式会社（以下「MIF」という。）との

統合（以下「本統合」という。）を軸に、両社の繊維事業における提携（以下「本提携」という。）に

向けた検討（以下「本検討」という。）を開始する旨の基本合意書を締結しましたので、お知らせ致し

ます。 

 

 

Ⅰ．本検討の背景等 

繊維事業分野では国内外の事業環境の変化が加速しています。特に国内アパレル向けの OEM

（Original Equipment Manufacturer の略。相手先ブランド製品の受託製造のこと）市場は縮小傾向

にあり、新型コロナウイルス感染症拡大の影響も相まって、今後更に厳しい状況になることが想定さ

れます。 

かかる状況下において、繊維事業の事業基盤の強化と持続的な成長・発展を検討していた両社の企

図が合致し、本検討を開始することに合意致しました。両社は本提携を通じて、両社の有する経営資

源を相互補完的に活用し、より強固な事業基盤を構築すると共に、新たな事業機会を創出することに

より、持続的成長の実現と企業価値の向上を目指し検討してまいります。 

 

Ⅱ．本提携の目的 

本提携は、当社繊維事業と MIF との統合を軸に、当社と三井物産の協業を推進することにより、以

下の各事項を実現することを目的としております。 

 

1. コア事業である OEM 事業の基盤強化 

 両社の販売力と顧客ネットワーク及び各々が得意とする商品・サービスを組み合わせ、相互補完

による相乗効果を最大限に発揮すると共に、本統合による規模を活かし調達面を中心とした効率化、

機能強化を追求することにより、事業競争力の向上と強固な事業基盤の構築を目指します。 

 

2. 新たな成長分野での事業機会創出 

両社が有する、川上から川下に至るサプライチェーン全体における事業リソースを最大限に活

用し、成長が見込まれる海外市場向けの事業拡大を図ると共に、デジタル技術を駆使した新サービ

スの提供や、再生利用可能素材の活用、製品リサイクルシステム構築といったサステナビリティを

切り口とした新たな事業機会の創出等による持続的な成長を目指します。 
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3. 顧客への提供価値の深化 

 両社が長年培ってきた繊維事業の知見や総合力、調達ネットワークをベースに、企画・生産・物

流等の各機能工程におけるデジタル・テクノロジーを活用した新たな取組みにより、顧客の変革を

サポートすることを目指します。 

 

Ⅲ．本統合の概要等 

1. 本統合の概要 

当社繊維事業と MIF を統合し、統合新会社にて一体運営する予定ですが、具体的な対象事業の範

囲、統合の方法を含む諸条件等については、今後両社間で検討・協議してまいります。尚、本統合は

対等の精神を原則としていることから、両社の統合新会社への出資比率は 50：50 とする予定です。 

 

2. 日程 

当社は、三井物産との間で本検討を直ちに開始し、協議が整い次第、本年 6月を目途に両社間で最

終契約を締結し、国内外の競争当局によるご承認、その他必要な手続を経た上で、2022 年 1 月を目

途に本統合を実施する予定です。 

 

(1) 2021 年 2 月 3 日（本日） 本検討に関する基本合意書締結 

(2) 2021 年 6 月（予定） 本提携に関する最終契約締結 

(3) 2022 年 1 月（予定） 本統合の効力発生日 

 

Ⅳ．今後の見通し 

未決定事項については、今後両社間で検討し、協議が整い次第、別途お知らせ致します。 

当社の当期の業績に与える影響はございません。又、当社の来期以降の業績に与える影響は未定です。 

 

以上 

 


